
平成３０年度
与謝野町の財務書類

令和２年９月　与謝野町企画財政課1



「統一的な基準による地方公会計」導入の目的

【メリット】　：現金の収支という客観的な情報に基づくため、公金の適正な出納管理が可能。
【デメリット】：現金支出を伴わないコスト（減価償却、退職手当引当金等）の把握ができない。
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町の予算・決算に係る会計制度：単式簿記による現金主義会計

複式簿記による「発生主義会計」を採り入れる
　　：「統一的な基準による地方公会計」の導入（財務書類）
【統一的な基準による地方公会計の特徴】

現金主義会計では、把握できないストック情報（資産・負債）やコスト情報
（減価償却費等）の「見える化」が必要

複 式 簿 記 の 導 入 ストック（資産・負債）フロー（行政コスト）の把握
発 生 主 義 の 導 入 減価償却費や退職手当繰入額など支出を伴わないコストの把握
連 結 会 計 の 導 入 関連団体の財務状況の把握

【与謝野町の状況】
　平成２７年度に固定資産台帳を整備、平成２８年度決算分から統一的な基準に基づく財務
書類を作成
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地方公会計財務書類とは
　財務書類は、資産・負債・コスト・収益・財源等の決算状況を一覧で開示するための、企業会計の手法を
用いて作成する書類で、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書、附
属明細書並びに注記によって構成されています。

【財務書類の構成（財務４表）】
貸 借 対 照 表 年度末時点での「資産」、「負債」、「純資産」を表します。
行 政 コ ス ト 計 算 書 「どのような費用と収益」が発生したのかを表します。
純 資 産 変 動 計 算 書 貸借対照表の純資産の変動した原因（内容）を表します。
資 金 収 支 計 算 書 どのよう収入をどのような支出に使ったかを表します。

【地方公会計と企業会計における決算書類の対応関係】
地方公会計（統一的な基準） 企業会計（会社法・金融商品取引法）

①貸借対照表 ①貸借対照表
②行政コスト計算書 ②損益計算書
③純資産変動計算書 ③株主資本等変動計算書
④資金収支計算書 ④キャッシュ・フロー計算書
⑤附属明細書 ⑤附属明細書（附属明細表）
⑥注記 注記表
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【財務書類の全体像（相関関係）】



　　
　与謝野町では、「一般会計等」、「全体
会計」、「連結会計」の３種類の財務書
類を作成しています。

「一般会計等」は一般会計に、宅地造成
事業特別会計、土地取得特別会計を
加えています。

「全体会計」は一般会計等にその他の特
別会計、公営企業会計を加えたものです。
29年度から簡易水道特別会計を水道
会計に統合しています。

「連結会計」は全体会計に一部事務組
合・広域連合、第3セクターを加えたもの
をいいます。

 なお、下水道特別会計、農業集落排水
特別会計の2会計については、地方公営
企業法適用に向けた作業に着手しており、
集中取組期間内に法適用を予定してい
るため、連結対象としていません。
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宅地造成事業特別会計

土地取得特別会計

介護保険特別会計（事業勘定）

介護保険特別会計（サービス勘定）

国民健康保険特別会計（事業勘定）

国民健康保険特別会計（直営診療所勘定）

後期高齢者医療特別会計

水道事業会計（H29から簡易水道特別会計含む）

宮津与謝消防組合

与謝野町宮津市中学校組合

宮津与謝環境組合

京都地方税機構

京都府自治会館管理組合

京都府市町村職員退職手当組合

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合

京都府後期高齢者医療広域連合

　第３セクター

加悦総合振興有限会社

株式会社加悦ファーマーズライス

タンゴフロンティア株式会社

下水道特別会計

農業集落排水特別会計

地方公営企業法適用に向けた作業に着手してお
り、集中取組期間内に法適用を予定しているた
め、連結対象としていない。

会計範囲

　一般会計

　特別会計

　公営企業会計

　一部事務組合・広域連合

会計名
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般
会
計
等 全

体
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結
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計

【財務書類の作成対象となる
　団体（会計）】



与謝野町の財務書類の概要
（全体財務書類）
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負債の部

固定負債
・地方債等
・退職手当引当金ほか

流動負債
・1年以内償還予定地方債等
・賞与等引当金
・預り金ほか

貸借対照表（BS：Balance Sheet）

資金収支計算書
の本年度末現金
預金残高と一致

資産の部

固定資産
・事業用資産
（学校、公共施設など）
・インフラ資産
（道路、橋りょうなど）
・物品
・ソフトウェア
・基金ほか

流動資産
・現金預金
・未収金
・基金

純資産の部

純資産
（資産ー負債）

純資産変動計算
書の本年度末残

高と一致 7

将来世代の
負担

これまでの世
代の負担

　表の左側は、町が保有している「資産」の種類とその総額を表します。
　右側は、地方債などの「負債」（将来世代の負担）と、固有の財産である「純資産」（これまでの世代の
負担）に分けて表しています。
　資産・負債の部の「固定」と「流動」の区分は、１年以内に現金化または、返済が可能な金額を「流動」に
区分しています。



与謝野町の貸借対照表（全体会計）
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借方科目 H30 H29 増減 貸方科目 H30 H29 増減
固定資産 40,604 42,576 ▲1,972 固定負債 21,835 22,966 ▲1,131

　有形固定資産 36,543 38,479 ▲1,936 　地方債 18,375 19,164 ▲789

　無形固定資産 15 26 ▲11 　退職手当引当金 1,487 1,639 ▲152

　投資その他資産 4,046 4,071 ▲25 　その他 1,973 2,163 ▲190

流動資産 3,255 3,304 ▲49 流動負債 2,237 2,041 196

　現金預金 1,218 1,252 ▲34 　１年内償還予定地方債 1,886 1,796 89

　未収金 194 118 76 　その他 351 245 106

　基金 1,842 1,931 ▲89 負債合計 24,072 25,007 ▲935

　その他 1 2 ▲1 純資産 19,787 20,873 ▲1,086

資産合計 43,859 45,880 ▲2,021 負債及び純資産合計 43,859 45,880 ▲2,021

※各項目で四捨五入しているため合計額と一致しない場合があります。

単位：百万円

固定資産
（▲19億72百万円）

事業用資産（▲7億92百万円）、インフラ資産（▲9億18百万円）共に減価償却費の増によ
る減

流動資産
（▲49百万円）

財政調整基金の取り崩しによる減（▲89百万円）、未収金（＋76千円）水道事業会計未収
金（貸倒引当金）の増（＋85千円）等

負債
（▲935百万円）

地方債残高の減（▲7億89百万円）、退職手当引当金の減（▲1億52百万円）等

主な増減要因



 行政コスト計算書(PL：Profit and Loss statement)

１．人にかかるコスト
（職員給与、議員報酬など）
２．物にかかるコスト
（物件費、施設の維持管理費、減価償却費など）
３．補助金、社会保障費等にかかるコスト
（各種団体に対する補助金、社会保障給付費、他会計繰出金など）
４．その他コスト（支払利息など）

Ⅰ．経常費用

１．住民サービスに係る使用料及び手数料　　　 　　　　　　　 
　　（保育料や施設利用料など）
２．その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　（雑入など）

Ⅱ．経常収益

純経常行政コスト　A＝（Ⅰ－Ⅱ）

臨時損失・臨時利益　B

純行政コスト　A＋B
純資産変動計算書の純行政

コストと一致 9

　民間企業の損益計算書は「費用」
と「収益」の差から、当期の利益や損
失を計算しますが、行政は利益のため
の活動でないことから、行政サービスの
提供に要したコストの内訳を見ること
に主眼が置かれています。

　また、行政コスト計算書に計上する
「収益」には、使用料や手数料など対
価的なものに限られ、主たる収入であ
る税収・保険料・国府補助金などは、
「純資産変動計算書」に計上される
ため、この表の「純行政コスト」欄には
常にコストが過剰になります。

　なお、この表に計上する「費用」には、
減価償却費など実際に現金支出し
ないものも含まれますが、道路や公共
施設などの整備に係る費用は含まれ
ていません。



与謝野町の行政コスト計算書（全体会計）
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科目 H30 H29 増減
　経常費用 16,371 17,120 ▲749

　　業務費用 6,835 6,810 25

　　移転費用 9,536 10,310 ▲774

　経常収益 1,144 1,142 2

純経常行政コスト 15,227 15,978 ▲751

　臨時損失 383 89 294

　臨時利益 1 19 ▲18

純行政コスト 15,609 16,048 ▲439

※各項目で四捨五入しているため合計額と一致しない場合があります。

単位：百万円

移転費用
（▲7億74百万円）

補助金等
（▲7億44百万円）

過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業費補助金減（▲18百万円）、
与謝野フードシステム強化事業費負担金減（▲1億14百万円）、シルクプロ
ジェクト補助金（▲15百万円）、織物業生産基盤支援事業費補助金
（▲14百万円）、中学校組合負担金（▲30百万円）、国民健康保険特
別会計（事業勘定）の財政運営の都道府県単位化に伴う減小（▲6億5９
百万円）

臨時損失
（▲49百万円）

災害復旧事業費
（2億8千万円）

29・30年度災害復旧事業費の増

主な増減要因



純資産変動計算書（NW：Net　Worth　statement）

前年度末純資産残高・・・A

純行政コスト（▲）　・・・①

財源（税収等、国府補助金等）・・・②

本年度差額・・・B＝（①＋②）

その他の変動・・・C

本年度末純資産残高（A＋D）
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　貸借対照表の「純資産」がこの１年間でどのように変動したかを表します。
　「本年度差額」欄で「純行政コスト」が「財源」（税収等）で賄えたかを確認することができます。（「本年度差
額」欄がプラスであれば、財源で賄えた状態→「将来に負担を残さない状態」）
　「その他の変動」欄では、無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額等を見ることができます。
　「本年度末純資産残高」は、貸借対照表の純資産と一致します。
　財源となる、税収は、公共施設や行政サービスの利用の有無に関わらず収めていただくことから、サービスの対
価（行政コスト計算書の収益）ではなく、出資と捉えるため「純資産変動計算書」に計上されます。
　

本年度純資産変動額・・・D＝（B+C)

本年度差額
　純行政コストが税収や国・府
からの補助金等の財源によって
賄われた結果の純資産への影
響額

本年度純資産変動額
　現金取引以外の固定資産の
変動等による純資産の影響額



与謝野町の純資産変動計算書（全体会計）
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科目 H30 H29 増減
前年度末純資産残高 20,873 22,834 ▲1,961

　　純行政コスト（▲） ▲15,609 ▲16,048 439

　　財源 14,553 15,171 ▲618

本年度差額 ▲1,056 ▲877 ▲179

　その他の変動 ▲30 ▲1,084 1054

本年度純資産変動額 ▲1,086 ▲1,961 875

本年度末純資産残高 19,787 20,873 ▲1,086
※各項目で四捨五入しているため合計額と一致しない場合があります。

単位：百万円

財源
（145億53百万円）

一般会計・税収等の減（▲73百万円）、一般会計・府支出金の減（▲2億
47百万円）
国民健康保険の財政運営の都道府県単位化に伴い、「税収等」に分類される前
期高齢者交付金等の廃止により減少し、「国県等補助金」に分類される保険給
付費等交付金の新設による増加・・・財源内での変動

その他変動
（▲30百万円）

無償所管替え等：出資金の減（▲0.9百万円）、建設仮勘定からの振替
（▲34百万円）等

主な変動内容



資金収支計算書（CF：Cash Flow statement）

本年度末資金収支額（①＋②+③）・・・A

前年度末資金残高・・・B

１
業
務
活
動

業
務
支
出

・人件費
・物件費
・社会保障給付
・他会計への繰出金
・その他

業
務

収
入

・町税、交付税等
・国府補助金等
・その他

業務活動収支・・・①

２
投
資
活
動

投
資
活

動
支
出

・インフラ整備、公共施設整備費
・基金積立
・その他

投
資
活

動
収
入

・国府補助金等
・基金の取崩し
・その他

投資活動収支・・・②

３
財
務
活
動

財
務
活
動

支
出 ・地方債の返済

財
務
活

動
収
入

・地方債の発行

財務活動収支・・・③

本年度末資金残高・・・C＝（A＋B）

本年度末歳計外現金残高・・・D

本年度末現金預金残高（C+D）
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　この１年間の現金の出入りを以下の３区分で表します。
１業務活動 　通常の行政運営により継続的に発生する収入と支出 　財政的に問題がなければプラスとなるのが一般的
２投資活動 　公共施設整備や投資等の支出と、財源となる補助金等 　公共工事の財源となる地方債を含まないためマイナス

となることが一般的
３財務活動 　地方債の返済等の支出、新たな借り入れ等収入 　大規模工事等で借入が多いときはプラスとなり、返済

が多い時にはマイナスとなる



与謝野町の資金収支計算書（全体会計）
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科目 H30 H29 増減
　業務支出 14,292 15,193 ▲901

　　業務費用支出 4,755 4,882 ▲127

　　移転費用支出 9,536 10,310 ▲774

　業務収入 15,188 15,979 ▲791

　臨時支出 367 103 264

　臨時収入 126 0 126

業務活動収支 655 683 ▲28

　投資活動支出 406 1,215 ▲809

　投資活動収入 413 634 ▲221

投資活動収支 8 ▲580 588

　財務活動支出 1,796 1,786 10

　財務活動収入 1,097 1,686 ▲589

財務活動収支 ▲699 ▲101 ▲598

本年度末資金収支額 ▲36 2 ▲38

　前年度末資金残高 1,226 1,224 2

　本年度末資金残高 1,190 1,226 ▲36

　本年度末歳計外現金残高 30 26 4

本年度末現金預金残高 1,218 1,252 ▲34

※各項目で四捨五入しているため合計額と一致しない場合があります。

単位：百万円

投資活動収支
財務活動収支

平成29年度は、認定こども園整備
工事、有機物供給施設整備工事、
中学校施設整備工事（加悦・江
陽中学校）等、大規模事業を実
施したため、平成30年度は大きく
投資活動支出が減少、それに伴い、
投資活動収入（国庫補助金等）、
財務活動収入（地方債発行収
入）も同じく大きく減少。

主な変動内容



指標（一般会計等）による
　　　　　　　　　　与謝野町と類似団体との比較
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　※類似団体との比較については、一般会計等財務書類を活用し、比較しています。



１．資産の状況　～将来世代に残る資産はどのくらいあるか～
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①住民一人あたり資産額（万円）

28年度 29年度 30年度
資産合計 3,798,571 37,07,825 3,538,848

人口 22,645 22,256 21,815

当該値 167.7 166.6 162.2

類似団体平均 173.0 173.1 173.1

167.7 166.6
162.2

173.0 173.1 
173.1

155
160
165
170
175

28年度 29年度 30年度

与謝野町 類似団体

※30年度類似団体数値は、未公表のため29
年度数値を横置きしています。

住民一人あたりの資産額の減少
（減価償却累計額の増）は、施
設等の老朽化による有形固定資
産金額が減少したためです。

【補足】

【算定式】　資産合計　÷　住民基本台帳人口

　住民基本台帳人口一人当たりの資産合計を表します。
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②歳入額対資産比率（年）

28年度 29年度 30年度
資産合計 3,798,571 37,07,825 3,538,848

歳入総額 1,308,876 1,250,839 1,142,277

当該値（年） 2.90 2.96 3.10

類似団体平均 4.05 3.98 3.98

2.90 2.96 3.10 

4.05 3.98 3.98 
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与謝野町 類似団体

※30年度類似団体数値は、未公表のた
め29年度数値を横置きしています。

　この比率が高いほど公共施設
等の社会資本の整備が充実して
いることとなります。充実していると
利便性が高くなる一方で維持管
理等の負担が高まります。

【補足】

【算定式】　資産合計　÷　歳入総額（一般会計）

　各年度の資産総額が、歳入の何年分に相当するかを表します。
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③有形固定資産減価償却率（％）

28年度 29年度 30年度
減価償却累計額 4,448,884 4,609,555 4,769,720

有形固定資産 7,010,236 7,136,886 7,151,201

当該値 63.5 64.6 66.7

類似団体平均 57.3 58.9 58.9

63.5 64.6 66.7 

57.3 58.9 58.9 
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与謝野町 類似団体

※30年度類似団体数値は、未公
表のため29年度数値を横置きして
います。

　この比率が高いほど資産が古
くなっていることを意味します。
　与謝野町は、類似団体平
均よりも高く、古い施設を多く
抱えていることが分かります。

【補足】

【算定式】　　　　　　　　　　　　　　　　　　減価償却累計額
　　　　　　　有形固定資産合計　－　土地等の非償却資産　＋　減価償却累計額

　償却資産（物品・建設仮勘定を除く）の取得価格等の総額に占める減価償却累計額の累計額の
割合から、どの程度老朽化が進んでいるかを表します。

※有形固定資産には償却資産のうち物品及び建設仮勘定は含まない
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①純資産比率（％）

28年度 29年度 30年度
純資産 2,199,334 2,088,165 1,978,181

資産合計 3,798,571 3,707,825 3,538,848

当該値 57.9 56.3 55.9

類似団体平均 76.1 75.8 75.8

57.9 56.3 55.9 

76.1 75.8 75.8 
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与謝野町 類似団体

※30年度類似団体数値は、未公表のた
め29年度数値を横置きしています。

　この比率が低いほど将来世代の
負担の比重が大きいことを意味し
ます。与謝野町は、類似団体平
均よりも低く、類似団体の中でも
将来世代への負担の比重が大き
いことが分かります。

【補足】

【算定式】　純資産　÷　資産合計

　資産総額に占める純資産の割合から、これまでの世代と将来世帯の負担割合を見ることができます。
　　「純資産の増加」　→　現世代が自らの負担により将来世代も利用することができる資源を蓄積した。
　　「純資産の減少」　→　将来世代が利用することができた資源の便益を現世代が受け、負担を先送りした。 
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②将来世代負担比率（％）

28年度 29年度 30年度
地方債残高 847,393 877,176 845,200

有形・固定資産合計 3,184,515 3,122,342 2,965,363

当該値 26.6 28.1 28.５

類似団体平均 12.1 12.4 12.4

26.6 28.1 28.5 

12.1 12.4 12.4 
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与謝野町 類似団体

※30年度類似団体数値は、未公表のた
め29年度数値を横置きしています。

　この比率が大きいほど将来世
代の負担の比重が大きいことを
意味します。純資産比率と同様
に、将来世代への負担の比重
が大きいことが分かります。

【補足】

　有形固定資産等の社会資本等について形成された資産額に対して、地方債により形成した割合を算
出し、将来世代の負担の程度を表します。
【算定式】　　　　地方債残高（※）
　　　　　　　　有形・無形固定資産合計

※地方債残高から、臨時財政特例債・減税補填債・臨時税収補填債・臨時財政対策債・減収補填債特例分を控除したもの
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①住民一人当たり行政コスト（万円）

28年度 29年度 30年度
純行政コスト 1,085,182 1,092,479 1,055,840

住民基本台帳人口 22,645 22,256 21,815

当該値（万円/人） 47.9 49.1 48.4

類似団体平均 34.5 35.8 35.8

47.9 49.1 48.4 

34.5 35.8 35.8 
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与謝野町 類似団体

※30年度類似団体数値は、未公表のた
め29年度数値を横置きしています。

　地方公共団体の行政活動の効
率性を表します。この指標が高いほ
ど公共施設整備等の投資活動支
出が制約され、臨機応変な行政運
営が難しくなります。

【補足】

【算定式】　純行政コスト　÷　住民基本台帳人口

　住民基本台帳人口一人当たりの行政コストを表します。
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①住民一人当たり負債額（万円）

28年度 29年度 30年度
負債合計 1,599,236 1,619,660 1,560,667

住民基本台帳人口 22,645 22,256 21,815

当該値（万円/人） 70.6 72.8 71.5

類似団体平均 41.4 41.9 41.9

70.6 72.8 71.5 

41.4 41.9 41.9 
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与謝野町 類似団体

※30年度類似団体数値は、未公表のた
め29年度数値を横置きしています。

　類似団体と比較し、負債額が
非常に多いことが分かります。

【補足】

【算定式】　負債合計　÷　住民基本台帳人口

　住民基本台帳人口一人当たりの負債合計を表します。
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②基礎的財政収支（万円）

28年度 29年度 30年度
業務活動収支 110,866 48,896 46,276

投資活動収支 ▲167,484 ▲82,679 ▲1,115

当該値（万円） ▲56,619 ▲33,783 45,161

類似団体平均 15,580 10,800 10,800

▲ 56,619
▲ 33,783

45,161
15,580 10,800

10,800

▲ 100,000

▲ 50,000
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与謝野町

類似団体

※30年度類似団体数値は、未公表のた
め29年度数値を横置きしています。

　投資活動支出が、前年から９
億３２百万円減少したこともあり、
基礎的財政収支が大きく改善

【補足】

【算定式】　業務活動収支（※1）　＋　投資活動収支（※2）

　資金収支計算書（CF)の業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支の合計額を算
出することにより、その時点で必要とされる政策的経費を税収等でどれだけ賄えているかを表します。

※１：支払利息支出を除く。
※２：基金取崩収入、基金積立金支出金を除く。
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①受益者負担比率（％）

28年度 29年度 30年度
経常収益 64,102 60,753 66,324

経常費用 1,135,597 1,146,589 1,084,116

当該値（％） 5.6 5.3 6.1

類似団体平均 4.6 4.4 4.4
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与謝野町 類似団体

※30年度類似団体数値は、未公表のた
め29年度数値を横置きしています。

　類似団体と比較し、受益者負担
率が高い状況。与謝野町では、
ケーブルテレビ事業も一般会計で運
営していることから類似団体平均と
単純比較が難しい面もあると思わ
れる。

【補足】

【算定式】　経常収益　÷　経常費用

　経常収益（使用料・手数料等の行政サービスに係る受益者負担の金額）に対する経常費用（行政サービス
提供に係る負担）の比率を算出し、行政サービスの提供に対する受益者の直接的な負担の割合を表したもの。


